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は じ め に

本協会は,昭和59年度より国別および世界の人口と開発に関する資料を収集･提供してき

た｡中国のデータ分析は,農村の出生率と生活水準の関連,タイは,バンコクの人口,生活

環晩 福祉関連｡昭和61年度は,世界の人口,社会経済の主指棟についてまとめた｡

本年度は,人口と開発,環境の問題を考えていくうえで,ひとつの典型的な国であり,高

い人口増加率によって,人口と開発のバランスを失い,環境忠化に悩むネパール王国を取り

上げた｡同国に関する,人口,開発,環境の適切な資料が見当らないこともネパール王国を

選んだ理由のひとつであるO

本協会は,黒田俊夫日本大学人口研究所名誉所長並びに川喜田二郎日本ネパール協会会長

の両氏のご指導を仰ぎ本研究をすすめた｡

本研究をまとめるにあたり黒田俊夫,JH喜田二郎両氏の指導のもとに,沼田菓千葉大学名

誉教授,石井持東京外国語大学アジア･アフリカ言語文化研究所助教授,新津晃一国際基督

教大学教授,辻井清吾日本ネパ-ル協会理事により専門家グループを結成し,分析を行っ

た｡

本書がネパ-ル王国をはじめ人口と開発問題に真剣に取り組まれている各国の関係機関,

関係者にとり参考になれば幸いである｡

終りに,本書制作事業にあたり,多大なこ支援をいただいた (財)E]本船舶振興会 (笹川

良一会長)ならびに国連人口活動基金 (N.サディック事務局長)に深く感謝申し上げる｡

昭和62年12月

財団法人 アジア人口･開発協会

理事長 田 中 龍 夫
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第 1章 人口動態と自然､環境

東京外国語大学アジア･アフリカ言語文化研究所助教授

石 井 樽





1 民族,自然環境,民族移動

ネパールは世界一の高度差とモンスーンが作り出す多様な自然環境のもとに.四方八方か

らやってきた人々が住み着いた多民族国家である｡ここでまず言語分類に従って国内の主な

民族,住民を大別すると以下のようになる｡

Ⅰ インド･ア-E)ア語系

Ⅰ i. ネパ-ル語

1 2.北インド系諸方言 (マイティリー,ポジュプl)-,アワディー,他)

Ⅱ チベット･ビルマ語系

II-1 中間山地のチベット･ビルマ語系諸言語 (リンプ-,ライ,スンワ-ル,ネワ

-ル,タマン.グルン,タカリ-,マガル,チェパン,レプチャ,他)

皿一2 チベット語の諸方言 (チベット.シェルパ,ヅレル)

以上のうち,Jlのチベット-ビルマ語系の言語名は民族名としても用いられるO-方,i

のインド･アーリア系の諸言語を母語とする人々の社会はカースト社会で,人々の帰属はカ

ースト名で表現されることが多い｡したがって,同一言語集団を表わす適当な包括名称がな

い例 (Ⅰ 2)も見られるが.ネパ-ル語を母語とする1 1の人々は.全体として ｢パル

パテ･ヒンドゥー (山のヒンドゥー教徒)｣と呼ばれることもある｡

以上のはかにも少数ながら,ムンダ系 (サタ-ル).ドラビダ系 (ダンガル)などの言葉を

話す人々も存在するOまた,ネパ-ル南部のタライの原住民であるタルーの人々は現在北イ

ンド系の言葉を使うが.もとは別の固有の言語をもっていたともいわれる｡

以上の人々はそれぞれ異った自然環境をもつ地域に居住してきた｡そこで以下,ネパ-ル

の居住可能地を,高i軌 山軌 タライ (南部低地)の3地域に分け.各々の自然環境と住民

について見てみたい｡

(1) 高 地

ヒマラヤ山脈の北側のチベット高原とヒマラヤ南面の高地の一部を含む地域 (3.000m-

5,000m)で,4,000m強まで集落がある｡モンスーンの雨や雪がヒマラヤ南面に降るため,
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北側は降水量が少なく,年間250m以下の所もある｡農耕は夏期のみ潜流畑で行われ,麦類.

ソバ,ジャガイモなどが栽培される｡牧畜は盛んで,ヤク,辛,山羊などが肥札 乳製品

羊毛を取るために飼われ,また,駄獣および交易対象として重要である｡

この地域の住民は前記Ⅱ一2の.シェル･/ヾを含むチベット系の人々(表 1では｢ポチ･シェノLJ/ヾ｣)

で その宗教はチベット仏教であるが,土着信仰の色濃いボン教も一部に存在するOヒマラヤ南

面に住むシェルパなどには他のチベット系の人々とは異なる生活様式 (非潜流棚の存瓦 登山

関係の副業等)も見られ,ネバ-ル化も進んでいる｡日本でネパールというと,このⅡ-2

蓑 1 母語別人口推移

(



の人々をまず想起する場合が多いようであるが,母語統計では ｢ポテ･シュルパ｣人口は少

なく,全人口の1%に満たない (表1)｡また彼らは政治的,社会的にも周辺的な存在である｡

(2) (中間)山地 (ネパール語でパハ-ル.英語でhl11と呼ばれる地乳 ｢丘陵地帯｣

と訳されることもある)

ヒマラヤとマハーバーラタLLI脈 (3.000m級)との間に数十キロ幅で拡がる3.000-4,000

mの山なみとその間の金主軌 谷からなり,冷温帯から亜熱帯までの気候がみられる｡降水は

6-9月のモンスーン籾に多く,年間雨量1.000-2,000EBZnの所が多いが,地域差は大きく,

6,000EBB)の記録もある｡生業では急斜面の階段畑で麦類,トウモロコシ,シコクビ工,ソバな

どを栽培する天水依存の農業が主体で,二毛作も可能である｡また.盆地や谷間の小さな平

地では水田稲作も行われる｡稲作の上郷まヒソドゥ-文化の上限と大体一致し,降雪下限線

ともほぼ重なるOその高度は,地域差や近年の技術･品種改良による変動もあるが.1,800

m士400m程度である｡

｢山地｣高額

チベット･ビルマ語系の言葉 (Ⅱ-1)を話す人々は,中西部から東部にかけての｢山地｣

の高い部分で,ある程度各民族ことに集中して住んできた｡東部のライ. リンプ-とカトマ

ンズ盆地のネワ-ルを除き,稲作を行う人々は少なく.雑穀主体の農業と家畜飼育が生業の

中心である｡最近まで一部の民族では交易の比重も高く,とくにタカリーは人口は少ないも

のの南北の中継交易で経済的に成功した｡いわゆるグルカ兵として傭兵に出たり,インドに

出稼ぎに行く人々はグルン,マガJL,,タマン,ライ,リンブーなど ｢山地高部｣の民族に多

く,山地の人口庄軽液.外貨獲得に貢献している｡宗教面では従来.タマンの一部やタカリ

-などにチベット仏教が浸透し.一方,大宗教の影響の少ない民族もあるが,近年では全般

的にヒンドゥー化が進んでいる. このII-1のグループの人口はパルパテ･ヒンドゥーの半

分に満たないが,彼らとならび,もっともネパ-ル的といえる住民である｡

カトマンズ盆地

ネ′ヾ-ルの山地の人々は都市文明とはあまり関わりのない生活を送ってきたが,カトマ1/

ズ盆地 (i,300m)のネワ1t/の人々は農菓 (楓 小麦作中心)とインド- チベットをつな

ぐ中継交易を経済的基盤として,十数世紀にわたり,建艶 工芸などに秀でた独特の都市文

明を育ててきた｡その文明にはインドの影響が色濃く,仏軌 ヒンドゥー教が古くから入り.
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社会は多数のカーストから成っているo

｢山地｣峡部

稲作上限以下の山地に主に住みついてきたのが,ネバ-ル語を母語とするパルパテ･ヒン

ドゥーの人々 (1-1)である｡ この人々はネパールの人口の過半数を占め,また,18世紀

後半からはネワ-ルなど他の民族をおさえて政敵 軍事の面でネパールの主人公となり,現

在でも王族を擁するはか,高級官吏,高級軍人の多くの部分を占めている｡一方,山地で農

莱 (トウモロコシ,小泉 稲,豆類等),家畜飼育 (Lt,水牛,山羊等)に携わる人は,高位

のカーストも含め非常に多い｡人口面ではバウン (ヒンドゥ-教司祭カースト),チェットリ

(軍人カ-スト)が多く,両者ともカースト的職業のはか農艶 商業,勤めなどに辞わる｡

中間の職業カーストは大幅に欠けており,下位にカミ(鍛冶屋),ダマイ (仕立屋),サルキ

(皮職人)なとのカーストが存在する(彼らにも農業従事者は少なくない).パ)レ テヾ･ヒンド

ゥ-の人々は法制的にも他の民族をカースト的秩序の中に組み込んできた歴史を持つが,同

時にカースト社会としてはゆるい婚姻規制を持ち,様々な民族と通婚し,しかも子孫を自ら

のカーストに取り込んでいる｡

(3)タライ,内タライ

タライはネパールの南に15-45kmの幅で東西に拡がる平均高度約200mの地域でガンジス平

原の北端に当たる｡その北に東西に延びるチュ-レ (チュ-リア, シワリーク)丘陵(2,000

m以下)とマ--バ-ラタ山脈の間には高度300-600mの盆地が見られ,内タライ (インナ

-･タライ,ネパ-ル語ではビトゥリ･マデーシュ,ドゥ-ン)と呼ばれる｡これらの地域

は高温湿潤な亜熱帯で.マラリアがはびこり森林に覆われていたが,近年,マラリア撲滅,

開拓が進みネパールの穀倉地帯といわれるようになっている｡

この地域の土着の住民の代表はクルーで.集村を作り農耕を行ってきたが,ここ2-300

年の間に南から入ってきた北インド系の人々や,最近の山地からの移住者により農地を奪わ

れ,周辺の土地に移る例も少なくない｡現在,タライでもっとも人口が多いのは前記Ⅰ一2

の北インド系住民で,その3方言の話者の数は,ネパ-ルの全人口の約5分のl(304万)に

及ぶ (1981年).ムスリム人口約40万人を除き,住民の大多数はヒソドゥ-で多くのカースト

に分かれるO人々の多くは農業に携るが,商工業従事者も存在する｡ここでは生活様式はイ

ンド的そのもので,インド側との婚姻関係もかなりみられ.余裕のある人はインドの学校に

子弟を送るなど.日常的にも.またアイデンティティの面でもインドへの指向性が強い｡
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民族移動

チベット系の人々やタライの住民には,古来そこに住み,ネパール国境の膨張後ネパール

に組み入れられた人口もあろうが,19世紀以来の植民政策により移住してきたものが多い｡

シェルパは16世紀頃にチベットからエベレストの麓に移住したといわれる｡

中間山地のチベット･ビルマ語系の諸民族の住みつき経過はよくわからないが,はるか東

の山地部からチベット経由あるいは山沿いに西漸してきたグループが多いと考えられる｡そ

のうちネワ-ルはすでに5世紀にはカトマンズ盆地に根を張っていた.,

パルパテ･ヒンドゥ-はヒマラヤ南意を東漸したカスと呼ばれる人々の子孫で,lltg妃に

は西ネパールでカス ･マ ッ ラ王国を建て,中部ネパ-ルでのシャ-王朝の興隆以来最近まで

各地に膨張しているoまた,彼ら (およびネワ-ル)の間には13世紀頃以丸 ムスリム勢力

の圧迫を逃れ北インドから移住してきたヒンドゥ-教徒がかなり入り込んでいるO

母語別人口

表1は国勢調査による1950年代から1981年までの母語別人口の推移である (母語別人口は

民族別人口に正確には対応しない｡マガルやネワ-ルIiどの民族の中には,自らの民族語を

忘れネパール語を使っている人<あるいはそう申告する人>も少なくない)｡

まずここではネパール語人口の多さとその増加率の高さが目立つ くとくに1971-1981年は

45%増で.総人口の増加率を大きく上回る)oまたタライのマイティリー,ポジュプリーの言

語人口の多さも注目される｡他方,チベット･ビルマ語系の諸言語人口はもっとも多いタマ

ンでも50万台で,しかも10万を越えるのは6言語にすぎない｡またこれらの言語の多くは

1971-1981年の間に言語人口の減少を示している｡なお, これらの変化は民族人口の減少で

はなく (教育,政策の影響も受けた)ネパ-ル語化の進行を示すと考えられる0

2 人口動態

日) 人 口

ネパールの人口統計はいちおう1911年からほぼ10年E:とになされており,1911年,1920年,

1930年,1941年の総人口はそれぞれ563.9瓦 557.4万,553.3瓦 628.4万と,ほぼ横ばいか

ら漸増の傾向を見せる (ただ, これらの年には統計もれが多かったと考えられている).それ

以後の総人口は衰1に見られるように40年間に倍以上になるなと増加傾向が顕著で,また増
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加率も上昇している (1961年一1971年の年平均増加率は1.99%.1971年-1981年のそれ は

266%)｡人口密度は1911年には38.3人/kJで,1971年には78.5人,1981年には102.1人である｡

近年のネパールでは国外への人口流出の方が流入よりも多いoLたがって増加は自然増によ

るものである｡増加率の上昇は死亡率の減少 (1952/54年 :37,1961年 :27,1971年:21,

1981年 :19)･出生率の高さ (1971年 : 義2 相 BLJ.性別^D

43.1981年 :42)によると考えられるO

なお,死亡率の減少は衛生 ･医療の一

定の向上によるところが大きいが,国

際的水準から見れば死亡軋 出生率と

もいまだに高い｡

(1981)

全年齢

0 4

5 9

10 14

15-19

(2) 性比.年齢別人口 20-24

表2は5歳ととの年齢別,性別人口 25-29

である｡性比全体では男性人口が女性

人口を上回るが,20歳から35歳の間で

は逆とな-,ている｡これは出稼ぎによ

る男性人口の国外流出が多いことの反

映である｡またこの表は若年死亡の多

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

さも物語っている｡ 60-64

65-69

(3)地域別人口 70-74

ネパールの地域分けでは,南北に通

る線で区切った経済開発区を最大区分

として,免 租 町村などの行政区画

が多く使われる｡行政区画には頻繁に
出典 :CelltralBureauOfStatlStlCS1984.p32

変更が加えられ,調査年相互間の比較を非常に困難にしている｡その他 地形や高度など杏

考慮にいれた,mountain,hill,タライの3区分も用いられる (これは上の,高地,山楓

タライにはぼ相当するが,以下mountainは ｢山岳 ･高地｣とする)oまた.東部のコシ川,

中央部のガンダキ札 西部のカルナリ川の水系に従ってネパールが乗取 中央軌 西部に3

区分 (あるいはカトマンズ盆地を別にして4区分)される場合もある (統計を扱う場合には,

これらの各3区分も行政区画に沿ってなされる).

- 1トー



ここでH.B.Gurung(1981:ll 12.21)に従い後者の区分で東西の地域差を見ると1981

年において,東部,中央部,西部,およびカトマンズ盆地の人口の対総人口比はそれぞれ46

%,27%,22%.5% (これらの数値は1971年でも大差がない),人口密度は156人/kd,103

人.56人,1,357人で,カトマンズ盆地は別格として,西に進むほど人口の分布が疎になって

いる｡これは,西はどモンスーン期の降雨量が少なく,乾燥した気候となることによる面が

大きいと考えられる｡

次に南北の地域差を表3で1971年と1981年について見よう｡どちらの年も絶対人口は ｢山

地｣で多く,タライがそれに次ぐが,人口密度はタライで高く,｢山岳･高地｣では非常に

低いoLかし｢山岳･高地｣は耕地が少なく,耕地面積当たりの人口密度ではもっとも過密

な地帯となっている｡｢山地｣はかなりの耕地を含むが,人口も多く,耕地面積当たりの人

口密度は1981年でもタライをしのいでいる｡

1971年1981年の10年間の年平均人口増加率は ｢山岳･高地｣で1.36%.｢山地｣で1.67

%と総人口の増加率を下痢るのに対し,タライでは420%で,10年間に1.5倍の人口となって

いる｡タライの人口の対絶人口比は1971年に37.6%であったのが1981年には43.6%になって

おり,やはりタライの人口の比率が増えていることがわかる｡1961年以前の統計は目安とし

てしか扱えIiいが,タライ人口の対総人口比は1961年で36.4%,それ以前はほほ31-2%で

推移している｡そこでいちおう,タライ人口の比率は1950年代から高まり.その傾向は1970

年代にはさらに強まつたと言えよう｡

｢山岳･高地｣でも全体的には人口は増加しているが,郡によっては1981年までの10年間

に絶対人口が減少しているフムラ.ムスタ1/,マナン,ラスワのような例もある｡

以上のように近年の人口動態には南北の地域により大きな差異が見られるが,その理由と

しては,自然的な増減のほかに.人口の移動が考慮されなければならない｡

(4) 人口移動

人口移動の状態をうかがわせる国勢調査の資料として,居住者の出生地を記録した数値が

ある｡それによれば1981年現在,他の地域に住む｢山岳･高地｣生まれの人口は29.7万人 (55

%がタライ居住.45%が ｢山地｣居住),｢LLl地｣生まれでそれ以外に住む人口は59.5万人(94

%がタライ居住),タライ生まれでそれ以外に住む人口は3.8万人 (94%が ｢山地｣居住)とな

っている｡ これを別の方向から見ると,他地域生まれのタライ居住者が72.4万人であるのに

対し,同 ｢山地｣,｢山岳･高地｣居住者はそれぞれ,17.0万人,3.6万人となる｡これらの数

字は,｢山岳･高地｣から｢山地｣とタライ/＼ ｢山地｣からタライへと.標高が高い地域

-15-



の人口が低い地域に下りていることを示している｡これら以外にタライ内やカトマンズ盆地

を中心とした ｢山地｣での横の動きもあるが.やはり注目すべきは北から南 (特にタライ)

への移住である｡ このような動きの存在は1961年,1971年の数字からもうかがえるが,その

規模は1981年より小さく (ネパールの他地域生まれのタライ居住者数でそれぞれ13.8万人,

41.8万人),近年に至るまで南への移住が続いていることを物語-,ている｡

タライへのネパールの山地部からの移住が多くなったのは,1950年代から始まり成功した

マラリア撲滅対策によるところが大きい｡ これにより人口圧が高く,また森林,土壌などの

自然破壊が進み人口支持力の落ちた山地部の人々のタライでの居住が可能にな-,たのである.

タライへの移住は安く土地を与えるなどの形で政府も奨励してきたが,それをうまく利用し

たのはパルパテ･ヒンドゥ-の高カーストやネワールに多く.山地諸民族や低カーストの人

々には.移住先のタライで小作人や農業労働者にならざるを得ない例も多かった｡なおタラ

イへの移住奨鰍ま18世紀後半のシャハ王朝によるネパ-ル統一以来なされているが,マラリ

ア撲滅以前に主として住みついたのはビ--ルなどインド側から来た人々で.しかも低カ-

ストの人口が多かったといわれている｡

インド側からの人口流入は現在でも見られる｡実数の把握は難しいとされるが,統計では

インド生まれのネパ-ル国内居住者数は1961年.1971年とも32万人,1981年には22万人とな

っており,そのほぼ95%がタライに居住する｡インドからの流入人口はタライの乗取 中央

部に多く,西部,特に極西部では非常に少ないOまた性別では女性が大変に多く (1971年には

男性の倍近く,1981年には倍以上,1961年には資料なし),婚人による人口流入がかなりある

ことを示している｡lj:お,インド生まれのネパール国内居住者は,外国生まれのネパ-ル国

内居住者の96% (1961年,1971年),95%(1981年)を占め,移住の目的は (婚人以外では)

農業,商工業その他の仕事への就業あるいは織探しが主である｡

人口移動では国外への動きも無視できない｡いっぽんにグルカ兵と呼ばれる傭兵の出稼ぎ

は1816年以来,現在まである程度続き,一時期その仕送り額はネパ-ルの外貨獲得額の第1

位を占めていた｡傭兵によく出ているのはグルン,マガルその他 山地の諸民族である｡山

地部の人々はそれ以外の仕事でも19世紀にはインドなどに出ている｡主な仕事はアッサム,

ダ-ジリンの茶園での仕乳 シッキム,ブータンでの農業などで,19世紀後半からはそのほ

かに,ウッタル･プラデーシュやビハ-ルの商工業地帯での単純労働などもなされている｡

インドに居住するネパ-ル生まれの人の数は1951年,1961年,1971年のそれぞれで27.9瓦

49.3万,48,7万で,1971年には少々減少しているが, これは1960年代の山地部からタライへ

の移住の増大に対応している｡
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蓑3 南北の地域差 (1971-1981)

面 積 1971年人 口 対総人口比 人口密度 耕地面積

耕地面積当b一 (人) % 人/ha 10hhi

たり人口密度 人/ka｢山岳.高地｣ 5l.817 I.138.610

9.9 22 97 1.174｢山 地｣ 61.345 6,07l

,407 52.5 99 606 1,002夕 ラ イ 34.019

4.345,966 37.6 128 1,293 336全 国 147.181 ll.555,983 loo.0 79

1,996 5791981年

年平均人口 増加率ぐ7卜 '81人 口 対総人口比 人口

密度 耕地面礁 耕地面積当(人) 形 人/ha 10hi

たり人口密度 人/捕 年 )形｢山岳.高地｣ 1,302.896

8.7 25 157 830 1.36｢山 地｣ 7.163.1

15 47.7 117 1,128 635 I.6夕 ラ イ 6,556.828 43.6 193 I,379

475 4.20全 国 15.022,839 100.0 102 2.664 564 2

.66参考文献 一BanlSter



都市は,1950年代には4つしかなかった人口1万人以上の町が1981年には19に増えている

が,5-10万人の町はカトマンズ盆地のラリトプル (8万)とタライのビラトナガル (94

万)の2つのみ,10万人以上の都市はカトマンズ (121万<1961年>.15.0万く1971年>,

23,5万<1981年>)ひとつにすぎない｡近年.小工業,商業などで成長した町 あるいは行

政の中心として作られた町はタライ.内タライに多いが.敬.規模どちらの面からみても労

働者を引きつける程度は限られている.1950年代以前と比べれば,都市化の進行はかなりの

ものといえようが.それは部分的かつ小規模なところにとどまっているのである｡また人口

移動の面ではいまだに村落部から村落部への動きが大勢を占めているといえる｡

参考文献

BanlSter,∫.& S.Thapa1981ThePopuhEionLbTlamicsofNepal.Honolulll.

ビスタ,D,B.(田村真知子訳)1982.1983f'ネパールの人 ｣々Ⅰ,江,古今書院｡

CentralBurealユOfStatlStics.HIS Ma)esty'sGovernmentofNepal1975

PopuEallon (力 nsus-1971.Vol,a, Pt,i,Kathmandu.
1984aPopuhlLOn CbTiSuS-1981.Vol.1,PLfL Kathmandu.

1984bStatisticalPoehel上boh-Nepal:1984.Kathmandu.

1986 StalislLCalPocketBook Nepal:1986,Kathmandu,

1987 PopLtbEionMoTtOgraPho/Nepal.Kathmandll.

Galge.F.H.1975Reg10rlalLSm andNaELOnalunityLTiNepal.Berkeley.

Gurung,H.1981 P̀opulatlOnChallgelnNepal(1971-1981)I,Themmalayan

Reuiew,Vol.XⅢ.pp.i-23.

Mehrotl･8.G,H,1974 (bnsLLSOfLnd一a1971,良nes-I-ZndLa,

SpecialMonographNo.1,BlrEhPlaceMigraEloninhdta,Delhl.

井上恭子 1986｢経済｣,石井縛(編) f'もっと知りたいネパールよ 弘文堂｡

田村真知子 1986｢チペyト･ビルマ語系諸民族｣.石井縛(絹) Fもっと知りたいネパールJ,

弘文堂｡
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第2章 地場産業の振興と自然保全

EEl際基督教大学教授

新津 晃一





1 ネパールの地場産業の現状

地場産業の概念についてはこれまで明確な定義の下に使用されているわけではない｡した

がってここでは,仮に｢地元の資本,資漁,技術,労働力を基盤として発達した製造業｣と
定義づけ,議論を進めることにしたい. このような定義の下にネパ-ルの製造業を見た場&,

同国内の統計上 家内工業および小企業と分類されているものは金てこの範噂に入るものと

考えることが可能であると思われるO言わばネパールの中では伝統産業およびそれを基盤と

して発展した事業所を典型として構成される産業部門と言えよう｡もちろん現在では,家内

工業と言えども動力源を電力やガスに依存し,新しい機械を導入して生産を行っている小企

業が増えている｡しかし生産過程,生産組鰍ま明らかに伝統的な形態を基盤としており,そ

の意味において,地場産業と呼びうることが可能であろうOまたネパール国内においては,

大企業と呼ばれる事業所についても,わが国と比較した場合,中′ト企業に属する規模のもの

がほとんどであり,伝統的な要素が残っているが,生産技術,生産組続を見ると,大きな飛

躍が見られるため,大方,地場産業からはずして考えてよいものと思われる｡l)

それではネパールの家内工業･小企業はネパール経済の中でどのような位置づ桝こあるの

だろうか.もっとも,統計データについては,省庁によりかなり数値の差があり,どの数値

をとるかにより大きな差異が生じてしまうが,以下ではそれら,相互に異なるデータを参考

にしつつその態様を概観してみることにしたい｡

第1表はネパール国内総生産 (名目)に占める家内工業の位置づけを示している｡言うま

でもなく,ネパールは農業国であり,今なお,国民総生産額の約60%が農業に依存している｡

製造業は.全体の4,6% (1984/85)を占めるにすぎない｡さらに,製造業の一部に含まれる

家内工業･小企業は,全生産額の1.4%を占めるに止まる.その意味では国民総生産に占める

位置はきわめて小さい｡ただし,いまだ揺藍期にあるネパールの製造業の中では,生産額の

30%を占めている｡ところで企業数,および雇用労働者数から見ると,かfj:り重要11位置つ

けにある (第2表参照)｡企業数については1972/73に調査されたテ-夕と1977/78のものし

かないのでこく最近の状況は不明であるが.1977/78年のデ-夕によると全製造業の99.5%

が家内-ト企業であり,雇用人についても全製造業雇用者の95.6%を占めている｡巻廷造業に

占める家内工業の生産額比率の推移から考えて, この傾向は現在においてもさほど大きな違

いはないものと思われる｡家内工業-ト企業は労働生産性が著しく低いが,雇用効果のきわ
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第1表 国内総生産 (名目) (会計年度7月16日一翌年7月15日)

単位 :100万ノレビー ( )内は%

1974/75 1980/81 1981/82 1982/831)1983/841)198

4/851農 業鉱 業 ll,435 15,510 17,715 19.082 22

,087 23,988(68.9) (58.5) (58.5) (57.6) (58.9) (61.7)

22 58 66 85 96 104製 造 業 664 1.049 1.243 1.460 1.650 1,792(4.0) (4.0) (4.I) (4.4) (4.4) (4.6

)非 家 内 工 業 440 712 851 1-021 i.154 1,253(2.7) (2.7) (2.8)

(3.1) (3.1) (3.2)家 内 工 業 224 337 392 439 496 539(1.3) (

1.3) (1.3) (1.3) (1.3) (1.4)電気 .

ガス.水道 3Li 67 82 127 140 152建 設 583 1,974 2ー342 2,377 2,502 2.71

7商 業 . 食 堂 540 953 I,068 1,199 1,355

I.472iS & 690 1.889 1,992 2.129

2,306 2,505愈 敵 1.095 2.077 2.366 2,594 2,832

3,076民 生 . 厚 生 873 I.889 2,167 2,591 2,801 3,042

汁 16,600 26.515 30,284 33.1

04 37,491 38,848注 1)暫定修正出所'MlnlStryOfFinance,EbonomicSurvey,1985/86.p1

第2表 家内 ･小企業の位置づけと変化1972/73家内りJ､ 1977/78 1972/73から1977/78への変 化家内.
大 .申 汁 家内 .小企業企 業小企業 企 業 の割合 (形)

(%)事 業 所 数 (i.000件) 377 751 3 754 99.5

99.3雇用労働者数 (1,000人) 1.040 1,215



めて高い企業であると言えよう｡

周知のことく,ネパール国内では現在過剰人口に悩まされており,失業,潜在失業人口の

増大はこの国最大の問題となっている.1950年代,60年代においては,山岳･丘陵部の農村

過剰人口をタライ平原が堺収してきたが,1970年代になり,それも限界に至った｡ こうした

状況を背景として近年,大都市とりわけカトマンズへの人口集中化現象が顕著である.その

意味において.農業以外のセクタ-における労働人口の吸収は社会の安定のためにも重要な

問題となってきている｡ただしネパールにおいては,工業化の歴史も浅く,また市場規模,

製品の流通網の整備.国内焼売力等についても限界性が大きいため,資本集約型の生産方式

紘,特定の産業分野を除き,きわめて限られた状況にある｡ このような現況から考えても.

労働集約型で,雇用効果の大きい家内工業の振興はきわめて重要lj:国家的テーマであると言

えよう｡政肘もそうした状況を察知し,第6次計画 (1980-1985)より家内工業の育成に力

を入れ始めている｡第3表は,明らかにそうした政府の意図が反映されているものと見るこ

とが出来ようOちなみに,この表によると,第6次計画 (1980-85年)以前においては,政

府の家内工業への投資比率は第2次計画 (1962-65年)の1.5%を除き,0.6-0.7%程度で推

移してきたが,第6次計画では全産業投資額の2.3%の投資を計画している｡この数値は家内

工業の生産額の国内総生産額に占める割合が,1.3%程度であることを念頭に置くと,かなり

重視していることが明らかである｡

第3表 国家経済開発計画に占める家内工業の位置づけ

(単位:100万ルピー)

計 画 年 次 計画予算総 額 製造部門 家内工業部門配分予算 % 配

分予算 %第1次 (1956-61) 330 19

5.8 10 1.5第2次(1962-65

) 670 90 13.42.5

00 397 15.9 15 0.6第4次 (1970-75

) 3,558 359 10.1 23 0.7第5次 (1975

-80) 9.191 483.5 5.3 58.3 0.6第6次(1980-85) 21.750 1.050 4.8

500 2.3第7次(1985-90) 54.110 12,160 2

2.5家内工業がネパールの産業の中で重視されるべき,もう1つの要因は,もっとも重要な外

貨獲得産業であることによる｡第4表はその実態を明確に



はその傾向が顕著である｡すなわち,1980/81においては全輸出額の38.9%,1981/82は

24.9%,1982/83は56.1%と推移してきており,ネパールの中では外貨獲得上,不可欠な産

業であることが明らかである｡とりわけ,カーペットの輸出はもっとも大きなシェアを占め

ており,1982/83では家内工業製品輸出額全体の85%を占めるほどに至っている｡カ-ペッ

トと同様,1980/81まではきわめて重要な輸出商品であったハンドクラフト商品については,

近年著しく輸出比率が低下していることがわかる｡

ネパールにおける家内工業の重要性については以上の通りであるが,実際,政府の家内工

業育成事業はきわめて限られた事業所を対象としたものにすぎない｡政鰍 ま産業省(MlrHStry

ofIndustry)の中に家内工業局 (DepartmentofCottageIndustry)を設U,適正技術

の開発･普及,技術者の訓練,資金援助等のプログラムを実施すると同時に,そうしたプロ

グラムが広くいきわたるべく,家内工業･小企業事業主の登録を進めているが,1984/85年

における登録事業所数は1,112件にすぎIiい｡1977/78年の調査当時において,すでに751JXl

件の事業所があったことを考えると,助成対象となっている事業所がこくわずかであること

が察知される (第5表参照)O

第6表はネパールにおける家内工業･小企業によって生産されている製品を分類し,示し

たものである｡1972/73のテ-夕であるため必ずしも最近の状況と同一視することはできな

いが,先の輸出品目にも見られたどとく,カーペット･床マットなどは全生産額の51.5%を

占め,最大の額を誇っている.なお次に続く農産加工食品 (主に副食品やaiL ピソなど)紘

主として国内消費用であると思われるが,竹製品･衣料･繊維製品については,国内消費も

さることながら.シェアは低いものの輸出品目としても重要な位置を占めている｡

さらに次に続く鉄工異･農機具については,そのほとんどが国内向けと思われる｡むしろ,

近年,インドからの製品が輸入されたり,ビルガンジに1968年ソ連の援助で設立された大規

模な農械具工場の製品がかなり市場に出回っているため,伝統的な鍛冶屋はかなり大きな影

響をこおむっている.ただし,ネパールにおいてはヒンズ-教でも,仏教でも鍛冶職人,チ

カルミほ低いカーストに位置づけちれており,2)伝統的に鉄をあつかう仕執 ま蔑視されていた

ため,ネパール経済に産業化の波が押しよせてくるにしたがい.鍛冶屋は多くの仕事の機会

にめぐまれることになっている｡すなわち,自動車･バイク･自転車等の修理工場,電気器

具の修理,鉄骨建材の生産などの分野への進出である｡さらには海外援助のもとに設立され

た大規模な鉄工場 (吊橋.ドラムカ1/,ポンプ,建材,農業機械などを生産する=場)では,

現場の熟練･未熟練労働者を根治屋出身の子弟にたよらざるを得ない状況にあるからである03)

こうした近代的大工場で働く鍛冶屋出身の技術者の中には,新しい技術を取り入れ,中小規
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第5蓑 家内工業･小企業豊穣件数l)

1981/82

480

｣竺 旦｣1974/75 197

9/8070 401

9.6 68.6

● ; 1983/8

41.355255.6

注 l)家内工業局登録企業のみ

2)単位:100

万ルピー出所:家内工業局 第6表 家内工業･小企業の推計生産額

(単位･1

,000ルピー)製 品 分 類 生 産 額 %

味マット,p-プ,カーペッ

ト竹 製

ロロ衣 料 ･ 杜 絶 製

品木 工 製

品鉄 工 具 , 農 器

具陶 磁

器金 属 容

器金 銀 細

工履

物農 産 加 工 食

品そ の 他 】58

.

376 5】524,

809 8.121,521 70

5.085 17

9,658 31

5,049 16

2.116 075,

602 1.89,

053 2.951,

157 1661

5,451 50307

,877 】000出所 家内工業･小企業サンプル･サーベイ1

972/73(中央統計局)槙の町工場をつくり,かなりの成果をあげている者も輩

出している｡ このようにネパールにおける大企業の存在は伝統的織人膚の職を失わせる契機

となっている面はかりでなく,新しい技術者と,小企業を育成する

契機となっている面も観察される｡なお上述のような鍛冶職人に対しネパール盆地の中で

木を用いて労働をする職業 tシカルミ〟については,4)伝統的に中以上のカーストに属する人

々が多く,なかには僧侶階層といった高い階層に属している人々もいる｡木を材料として仕

事をする人々は鉄を材料とする人々と比較し,高い社会的位置づけがなされていたのである

｡金属材札 とりわけ鉄を主とする近代産業化以前の伝統社会においては,木は日常生活用鼠 生産機乳 宗教儀式用貝等をつ



くり出すための不可欠な資源となっており,シカルミの活躍する分野はきわめて広く,かつ

重要なものであった｡実際,ネパ-ルの伝統社会の中でもっとも高度なメカニカル技術を持

っていたのは,機織り楓 搾油装邑 ろくろ台等をつくるシカルミであったoしかるに彼ら

の技術者としての役割は t鉄の時代′の到来とともに凋落の一途をたどっている｡彼らは産

業化の波の中で次々と入ってきた鉄製品への関心をもたず,むしろ,それに触れることを忌

み嫌ったためである｡ このようにネパ-ルの家内工業については,産業化の影響のもとに,

近年,その構造的変化が著しい｡ネパール社会の伝統的価値体系は近代技術の導入と共に,

伝統的職業とその職業に携わる人々に様々な影響を与えているからである｡ある職業カース

ト層にとって近代技術の導入は経済晩 技術的にプラスに機能するが,他のカ-スト層にと

ってはマイナスに機能する｡ただし,人々も経済的メリットと経済的地位の上昇に注目し,

伝統的には忌み錬っていた職業分野に少しづっ参入する傾向も出てきている｡5)ネパ-ルにお

ける ｢木の文化｣から｢鉄の文化｣への変化は,社会構造の変化をも引きおこしているの

である｡ネパールの家内工業の今後については, こうした社会構造上の変化の動向をも配慮

し,その育成の方途を検討してゆくことが必要とされよう0

2 自然保全との関連

自然保全という視点からネ′ヾ-ルを見た場合.現在,最大の問題は丘陵部における森林･

草地の減少にともなうエコシステムの偏椅化の問題であろう.人口急増を背景として.耕地

の過剰な拡九 日常生活のための薪炭･木材需要の増大,家畜の増大に至り,そのために森

林 ･草地は減少し,貧弱化 さらには破壊されてゆく｡丘陵部におけるこうした状況は土壌

中の有機物の流出を招き,土地生産性の低下をもたらすことは言うまでもなく.洪水被害の

増大 斜面の朗壊,山崩れによる村落の流出へと発展していく｡

以上の状況から明らかなことく,ネパールでもっとも直接に自然環境問題に関連する産業分

野は農林･牧畜業であることは言うまでもない｡ただし,地場産業の多くが,その生産資源

を農林･牧畜業に依存していると同時に.生産のためのエネルギ-渡を薪炭に依存している｡

第6表に掲げた地場産業製品を検討してみると,まずもっとも生産額の大きいカーペットや

衣料･線維製品の多くは羊毛に依存しており,生産の増大のためには,羊の草地への放牧を

必要とする｡羊はネパ-ルの人々にとってミルク,食肉用としても重要であるため,人口増

･家内工業の発展とともに,その増産が必要になるが,限られた草地に対する過放牧は土地
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を乾燥化させ,有機物の多い表土は風により浸蝕され.やがては砂漠化を招くことになるO

また牧草地の減少とともに,家畜の飼料として樹木の枝葉を与える傾向が顕著になってきて

おり,ネ′ヾ-ル丘陵部の至るところに丸坊主の樹木が増加している｡

次に木工製品 鉄工具 ･農器具,陶磁器,金属容器,金銀細工等についてであるが,まず

木工製品については言うまでもなくその生産のためには木材 こたよらざるを得ない.陶滋器に

ついてはその生産過程で燃料として,かなり大量の薪を必要とする｡鉄工具 ･農器具の生産

についても鍛冶織人は鉄を鍛えるために消し炭を用いている｡金属容慕,金銀細工について

もはば同様である｡いずれにしても木材,薪,木炭等の需要増は森林破壊に直接関連してい

るのである｡ネパール政府も森林破壊については近年,国家的問題としており,1978年より

森林管理政策を打ち出し,その対策に乗り出している｡ このため,木材.薪炭の値段は高騰

し始めているが,同時に違法な伐採なども坊行し始めている｡いずれにしても,ネパ-JL,の

地場産業は,その生産のための資源を農林 ･畜産業に依存しているため,その発展のために

は自然保全との関係を注目せずにすますわけにはいかない状況に立ち至っている｡今後,植

林計画を主とする森林管理政策の強化,家畜飼料の開発,代替エネルギ-開発 ･供給体制等

の整鰍 ま,ネパ-ル地場産業の発展にとって不可欠の課題と言えよう.

注

I)ネパールでは産業規模分類を以下の規定にもとづいて行っている｡

① 家内工業-A-生産器機投資200.000ルビ-以下,韓定資産500.000ルピー (都市では800,000ルビ

-)未満の事業休

㊥ 小企業---生産器機投棄200,000ルビ-以上で.固定資産2.000,000ルピー未満の事業体

㊥ 中企業-.-.固定資産2,000,000ルピー以上 10.000.000ルビ-未満の事業体

④ 大企業--固定資産10,000.000以上の事業体O (IndustrialPoucy 198L MlnlStryand

Commcrce,pll)

2)ナカルミはカトマ1/ズ盆地を中心として居住しているネワ-ル族の中で鍛冶屋を意味するollナーh

は鉄,qカJL,ミhは衝く人を意味する｡ヒンズー教の村落ではqカミ"と呼ばれ,カ-スト体系の中で

は不可触民とされている｡

3)1960年スイスの援助で設立された鉄=大企業Bala】uYantraShalaの現場作業員,技術者の

多くはナカルミ出身者であった｡(KolChlNlltSuandothers,TheChpLlalGoodsSecEoT･in

Nepal-PT･eSeTu CoJlditioTtaTtdProspects,1983,1nternat10nalLabourOrflCe..

Geneva)

4)tサ かレミ"は明らかに,カ-スト休系の中での位雇づけがなされており.実際,鍛冶吸入出身者

のほとんどが,nナカルミ"という姓を持っている｡それに対し,ttシカルミ"については.カースト

体系の中で位置づけられている姓ではなく,むしろ,一般化された瞭業名と思われる｡筆者は調査中
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(1980-1981年),11シカルミ"という姓を名のる人々に会ったことはなかった｡

5)筆者はカトマンズ盆地における鉄工場主の調査中,2名のプラーマン出身者に会った｡一人は単に

経営者として参加しており,現場作業は,全てナカルミ出身者が従業していた｡もう一人はBala】u

YantI8Sharaで技術者として働いた経験を持ち.やがて独立した小企業主であった｡故の場合は,

臼から現場作業に従事しているが,当初,親族からかなり掛 ､抵抗に会い,結婚するのが困難であっ

たと語った｡なお,最近はその経済的メリットを理解するようになり,彼の工場では親族の者も働い

ていると語った｡

参考資料

i)及onomicSbT･Uey 1985-86 HMG MlmlStryOfFlnanCe,1986

2)RaleShwarAcharya.CottageITldustry m Nepal CenterforEconomlC

Developmentand AdmlnlStl.atLOn･TrlbhllVanUnlVerSlty.1984

3)NepalAliaso/血oTtOmieDevelopment.HMG NatlOnalCouncilforScienceand

Technology.1980

4)KoIChlNlltSuandOthers,neChp加LGoodsSecloT･illNepal:PreseTtlPosuion

andPI･OSPeCtS.lnteznatlOnalLabourOffice,Geneva,1983

5)StalislBCalPochelBoohlNepal CentralBureauofStatlStlCS,NatlOnalPlanning

CommlSSIOn,1982
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第3章 環境保全と調和する開発の促進

1 ネパールの環境保全の現状と今後の動向
千葉大学名誉教授

沼田 其

2 国家開発計画 ･外国援助との関連
(礼)日本ネパール協会理事

辻井 清吾





1 ネパールの環境保全の現状と今後の動向

この間題については今までに何度かふれたことがあるが,新しい状勢もふくめてかいつま

んで述べることにしよう｡ネパールの自然環境については.私 (沼田)が25年前に初めて千

葉大学の学術調査登山隊とともに東ネパールの土を踏んだころには,秘境ヒマラヤというこ

とがいわれていたし,私自身もそのように思っていた｡京大や東大の調査隊による出版物を

みても,ヒマラヤのシャクナゲやサクラソウの美しさに目を奪われたものである｡しかし私

ども生態学者の目からみると, これらの美しい花は牛馬の過放牧の結果であった｡わが国で

もレンゲツツジ,ヤマツツジ.ミヤマキリシマなどの名所はおおむね牛馬の放牧の結果でき

上って,かつ維持されてきたものである｡ツツジ科やサクラソウ科の植物は一般に有毒で家

畜が食べないので,そのような現象が起こるのである｡つまりただ花が美しいといってい礼

ばそれまでであるが. これが過放牧という一種の自然破壊の結果であることはそれまで誰も

注意するものがなかった｡

また人口は当時800万といっていたが,今やちょうどその2倍になった｡つまり倍増時間が

25年ということになるが,この人口増加を支える必要から,薪とりや畑地を増やすために森林

をつぶしてきた｡薪集めは女性の役目であるが,森林が近くに少なくなったため,今や朝で

かけて夕方帰るほど遠出をしなければならなくなった｡放牧地はかつては延々と続いていた

が, これも一部は耕作地に変わった｡以前はこの放牧地や森林がキャンプ用に使われたが.

最近は畑地がどこまでも続いてキャンプサイトが見つからなくて困ったことがある｡日本で

はエネルギー革命で薪は使わなくなり,薪炭林もつぶしてしまい.食料の不足分は輸入をし

ているのだが.ネパ-ルでは経済的な面からすべて自前でまかなうため.自然はいちじるし

く破壊されることになってしまった｡

最近の5年間でネパールの森林の15%が失われ.また30度以上の斜面の耕作によって, 1

年間にヘクタールあたり20-50トンの表土が失われている｡人口の3分の2は気候的にもき

びしい山地に住んでいるが,そのようなところでは必要な食料の3分のlLか生産できない

といわれる｡前記の斜面土壌の流出は.そこで生産される米の重量の20倍といわれる｡畑作

地帯でもモンスーンの雨による表土の流出は約25トン,過放牧草地は草の被覆が少ない斜面

なので,表土の流出は40トンと推測されている｡

ネパールでは全国土の6%の面積に相当する国立公園と野生生物保護区を指定したが,そ
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ういうところでさえ木が伐られたり,あるいは表皮をはいだりして枯れた木を伐ったりする｡

年々洪水や崖くずれがあり,流出した土壌によって,河痔が1年に15-30cm上っているとい

う｡

今まで私は何度もネパ-ルを訪れて,人間活動による自然の変貌を,とくに植生の面から

みることを心かけた｡それには稲作限界(2.000-2,500m)以下での畑地や水田の雑草,その

限界の上は牧畜が主になるので放牧地管理を研究の対象とした.今年の5月にカトマンズで

放牧地管理に関する専門家会議があって出席したが,そのおりカカニの丘の近くの放牧地で

私の方法による放牧地の状態診断法を実施してみせた｡今までの放牧地は,森林を焼きはら

って作った草地が駄目になるまで (サクラソウの草原もその一つ)使って,あとは放棄して

しまうというのが普通なのであるが,私の方法で診断した上で適切な手を打ってい桝ま,草

地としていい状態を長く維持できる｡病気の場合も同じことだが,適確11診断が土台になっ

た治療をすることが必要であるO放牧地の正しい診断はその適切fj:維持管理のため必要なの

である｡ネパールでは高山帯のビャクシンやシャクナゲのところ (約4,000m)まで焼いて放

牧地作りをしているのには驚く.その他,低地で森林はそのまま残していても.林内放牧の

ため林床が裸地化して土壌浸食を起こしたり,草が足りなくて木の葉を利用するため,立木

が坊主になっていたりする｡森林は必要に応じて利用する対象ではあるが.自然保護上の観

点からこれを保全するという考え方はまだあまり浸透してはいないO

木材の利用とか国立公園の中核になる景観を構成することはよく理解されているが,わが

国でいうところの保安林の機能.たとえば水源療養,土砂流出防jL 土砂崩壊防止といった

機能.さらに広く公益的機能といわれるもの,野生動物のすみかを含めた全体の生態系とし

ての機能についての理解は一般に不十分である.そのため,ネ′ヾ-ルでも一部の識者が環境

教育を提唱し,身のまわりの環境の見方,対処のしかたを説いている｡

ところが問題は.地元の住民だけではなく,たくさんくるツーリストや登山隊による自然

破壊が無視できIiいことである｡今年の7月末に行われた第14回国際植物学会議 (西ベルリン)

のシt/ポジウムのlつであった ｢ヒマラヤの植生と保全｣では,チベット側とネパ-ル.イ

ンド側からの問題がとり上げられたが,いずれも人間活動 (土地の人の火入れ,刈り取り,
放牧 旅行者の燃料の風軌 ゴミの投棄など)の影響が議論のまとになった｡

こういう中で,山岳地域の健全な開発と保全を図ろうという動きがおこり,ユネスコのM

AB (人間と生物圏)計画の中の第6プロジェクト｢山岳及びツンドラ生態系に対する人間

活動の影響｣に関連して,カトマンズで地域セミナーがかつて2回行われた.その第2回の

時 (1975年)にはネパールの他 アフガニスタン,パキスタン,バングラデシュ,ブータン,
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ビルマ,中風 インド,その他日本.ドイツ,スイス,ユネスコの代表が集り,上記のプロ

ジェクトに関する研究,教育,研修のためのセンターを作るべきであるとする決議を行った｡

これが実って,1982年にICIMOD(国際山岳総合開発センタ-,イシモドと発音する)がカ

トマンズに設立されることになり,ネパール政府とユネスコとの間にとりきめの調印が行わ

れたO現在,文化人類学者のColllnRosserが所長で,集水域管理,農村エネルギ一汁乳

農場外の雇傭問題.不安定な山岳環境の中での技術開発などのテーマで.研究や研修が行わ

れている｡MAB国内委員会の委員長としてこのセ1/タ-の開所にこぎつけたRatnaS.

Ranaが現在でも運営委員長として尽力している｡

1980年にはlUCN(国際自然保護連合).WWF(世界野生生物基金),UNEP(国連環境

言1画)の三省でWCS (世界保全戦略)をまとめて各国政府に送った｡そこでは保全と開発

の統合と調和,持続的開発のための適正技術がうたわれた｡ この精神は,今年の2月,日本

で最終会を迎えて東京宣言を発表した ｢世界環境特別委員会｣ (日本政府の提唱にかかるも

の)の考え方にもうけつがれた｡その時,｢持続的開発｣という用語がさかんに使われたこ
とを記憶しておられるであろう｡

WCSに対してはNCS(国内保全戦略)の樹立が要望されているが,ネパール政府はい

ち早くこれに取りくみ,lUCNの1985年9月の特集号にネパールのNCSを歴史的経過とと

もに発表している.そこでは造林計画 (燃料丸 飼料木の生産.土壌浸食防止)に第1のプ

ライオリティ-をおき,その他′ト規模発電による地方の電化,家族計画の推進,タライ地方

の農業生産増大のための盛況施設の増設,農業振興のための土地所有制度の改革.保健のた

めの施設の拡大,子供や成人の職業教育の質を高めることをあげている｡

すでにこれより免 1983年には王弟Gyanendra殿下がWCSと第6次開発計画 (1980-85)

をうけた意見書を発表し,人口増加と自然保護の調和,土地や資源の合理的利用を説いてい

る｡現在ではNCS事務局ができて,王弟殿下の意見もうけ,ネパールNCSの推進を囲っ

ている｡

これらに関係した民間団体としてキングマへンドラ自然保護財EfF(KMT)が1984年に.

Blrendra国王を総数 王弟Gyanendra殿下を会長として設立され.運営委員に大束佐武郎氏

が選出されたはか,日本国内委員会 (事務局は日本ネパ-JL,協会)も発足した.KMTのプ

ロジュクトは現在改訂版が出されており,19のテ-マがとりあげられている｡プロジェクト

の方針としては,政府で行っていないもの,開発のための保全の目的に合うもの,専門家グ

ループでよく言1画され承認されたもの,地方の資源や人材の開発に資するもの.外部の資金

援助のみに頼らないこと,地方の人達がなるへく多数参加できること,NCSの精神にそう
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こと,巷あげている｡実際には自己予算だけではむずかしいので,WWF,カリフォルニア

環境研究所,米国国立博物晩 毎日放送,イギリス中央テレビ見 エジンバラ大学,フラン

クフルト動物学会などと合同で行われている｡一部はネパール政府や王立アカデミ-の奉画

しているものもある｡最近のものではアンナプルナ･プロジェクトというWWFの援助によ

るものが発足し,ネパール政府もユネスコの生物圏保鼓区として指定することを発表した

(詳細はWWF NelVSN0.43.1986参照)0

けっきょくネパールの環境保全ないし自然保護に関しては,政府 (国立公園･野生生物保

護局)ICIMOD.KMTの三者がうまく分担していくことがもっとも望ましい｡つまり政府,

国際機関.民間団体の協力をうまく進めることであると思う｡アンナプルナ･プロジェクト

紘,政府が保護区を決定することを発表し,WWFはこのため2.200万円を寄贈し,KMTが

先頭に立ってプランニングをすることになった｡国際研究集会というプロジェクトもあるが,

これにはICIMODの協力が有効である｡

以上のような三者を中心として,その他のいくつかの団恥 有識者の協力が得られれば今

後はいい方向に進むものと患われる｡

2 国家開発計画 ･外国援助との関連

経済開発計画は,第1次(1956/57-60/61)から経て現第7次(1985ノ86-90/91)となる｡第

7次計画は,GDP成長率4.5%,学卒失業者の吸収,農業･森林･工業各部門の開発を主目的

とし,総額541億ルピー(30億ドル)の計画は.引き続き外国援助(無償･借款)に依存し,政府

は.その執行に努める事になり,公共部門(パンチャヤット部門含む)321.5億ルビ-の62.2%,

200億ルピーを援助に充当している.政村は,この外国援助のより効果的な使用を,本計画の最

重点施策の1項目においている｡今回,過去の資金使用が有効でなかったことを反映して,パ

ンチャヤット省が開発プロジェクトおよび計画の完了を見届ける責務を担うという,地方開発

に力点がおかれているO農業の全体に占める比率を現在の52.4%(1985J86)から49.9%(1990/

91)に下げる目標を示し,工業･エネルギーへの移行を経済の推進源に置いている｡

計画中の平均成長率は,農業3.5%,その他5.7%,GDP4.5%が目標である｡

部門別割り当てでは,総額541.1億ルピーのうち公共部門301.5億ルピー (55.7%), 民間

部門219.6億ルビー (40.6%),パンチャヤット部門20億ルピー (3.7%)となり,公共部門のう

ち200倍ルビ- (663%)は,援助に依存する｡無償は104億ルピー,借款は96億ルピーとなっ
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ている｡したがって公共部門の内訳では,社会サ-ビス.鉱工業･電力･農業･虐政･森林

に援助が割り当てられる｡

政府は,今後の民間部門の役割促進を行うために,鉱工業におけるインフラ関連 (水資源

･石油等)での外国投資,合弁事業を促進し,かつ新産業に対しては,許認可業務の一体化

をはかる方針である｡

計画では,優先度の高い50プロジェクトを施策として揚げ,外国援助の有効活用を促進さ

せる｡農業･工業･森林･濯溌･運輸･水力発電等に分割される｡

反転 従来の第6次までの状況を踏まえ,計画/実績間の進捗率を本計画において縮め,よ

り現況に沿った達成可能を高める方針を掲げており,BHNに沿った各種プロジェクト-

保健衛生サービス,衣食住に開通する改善サービス.教育向上 (識字率を29%から39%への

引上げ)S.きわめて細かい配慮を払い,民間団体との協力体制を重視しているOかつ,人

口増抑制をはかる観点から,国内および国外からの移入民に対する人口問題に注視している｡

貿易面では,計画期間中で輸出107億ルビ-を目棟とし,対外債務削減を目指す｡民間部門

活用の一環として,国内資金調達を目指し,合弁銀行であるNAB (NepaトArabBank),

GB (GrendleyBank).FBi(Banquelndosuez)等から調達をはかっている｡

計画を通じて,ネパールの基本的ニーズー 衣食住･教育･人口･安全一 巻背景とする,

開発政策と各種経済･社会プロジェクトを構築する必要性があげられている｡部門別では.

公共部門の推進とともに,従来よりも増大した民間部門の役割が重要とされている｡パンチ

ャヤットに根ざす地方開発への環境作りが今後の社会構造に果たす役割が強まろう｡

り 開発支出割当
(単位 :100万ルピー)

公共部門 民間部門

合 計農業.森林.潜流 9.340 7,380 550

17,270鉱工業 .電力 7,860 4,27

0 30 12,160運 輸 .通 信 5,690

2.020 600 8.310社会サ- ビス 7,

260 8,290 820 16,370合 計 30,150 21,960 2.000 5



2)各次計画割当の推移(単位 '100万ルピー)

1次 (1960-65年) 2次 (1962-65年)

農 業 等

運 輸 ･ 通 信

聴衆･電力･林業

鉱 工 業 ･観 光

社 会 サ ー ビ ス

そ の 他

635 農菓･林業 ･潜流

I115 運 輸 ･ 通 信

70.0 工 業 ･ 観 光

25.0 電 力

56.5 社 会 サ ー ビ ス

3.5 そ の 他

330.0 A 計

(実 績 2144) (実 績 5968)

3次 (1965-70年)

計 画

農 業 . 林 業 647

.4運輸.通信.電力 9

31.0工 業 . 潅 流

437.0社 会 サ ー ビ ス 414.5

そ の 他 70.0

A 計 2.500.04次 (1970～75年) 5次 (1975-80年) 6次 (1980

-85年)農業･林業･溜ま

運 輸 ･ 通 信

鉱 工 業 ･電 力社

会 サ ー ビ スそ の

他7次 (1985-90年) i,17

1.8 農業･林業･潜流1.252.0 運 輸 ･ 通 信

720.0 鉱 工 菓 ･電 力381.5 社 会 サ ー ビ ス

14.7 合 計 3

,49g 農業･林業･虐政3,103 運 輸 ･ 通 信I,808 鉱 工 業 ･電 力1.677 社 会 サ ー ビ ス

10.087 A 計出節 l｡Dr.Y.P.Pa



第4章 協力のあり方

(社)日本ネパール協会理事

辻 井 清 吾





1 日本の協力

政府ベースの協力関係は,1970年3月締結の商品借款 (360百万円,E]本輸出入銀行,金利

500%,期間12年-2年据置 夕イド)が,無償･有償協力の第1号であり,無償協力では,

76年,タンセン市上水道拡張計画 (5億円)が最初である｡

爾泉 別表1-1に記す通り,86年12月末日現在で,無償48,567百万円,有償16.515百万

円.計65.082百万円に達している｡協力内容については,いわばBliN(BasICHuman

Needs,基礎的生活ニ-ズ)による基本プロジェクトが大半を占めている｡

農業 (KR食糧･食糧増産･食糧倉庫等)▲医療保健 (地域医療施設･教育病院･看護学校

･小児病院等),通信 (地方電化･地方電気通信鞠整備･中波ラジオ放送網等).運輸 (輸送

力整備･増強),文化無償および円借款によるクリカニ水力発電所建設と.多岐にわたってい

る｡このカテゴリーは,今後とも変化なく推移しよう｡年間ベースで,無償は,最近3年軌

60億円台,数件で推移されている｡

ネパール側から見た二国間協力では.ここ数年,日本が第1位を占めている.

民間資金協力 (別表1-2)では.ホテル建設 (エベレスト山軌 カトマンズ郊外,ルン

ビニI)が挙げられるが,政府間協力に比して僅少である.今後における両国間発展を考えれば,

徐々であっても必要と思われる｡萌芽は.83年12札 日本商工会議所使節団訪問に見られるO

技術協力 (別表1 3)では,研修生受入れ･専門家派遣 (調査団派遣含む)が多岐に及

び実施され,アジア生産性機構 (APO)･国際協力事業団 (JICA)等の国際機関･政府機

関を初め,国内民間団体等に至っている｡さらに,青年海外協力隊 (JOC∨)(別表1-4)

については,累計 (70-86年)345人.うち女性91人と多数であり,同隊上位ランク5位内を

占め,現在75人 (女性10人)が派遣中である｡

2 外国･国際機関の協力

資金協力における主要国は,日本を含め,米･英･西独･カナダ･スイス･デンマーク･

仏･中国･インド･ソ連･クウェート･サウジアラビア等多国におよび,多国間でも.AD

B(アジア開発銀行),EEC(欧州経済共同体),IFAD(国際農業開発基金),IDA(国際開発
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協会),OPEC基金および国連関連機関- UNCDF(国連資本開発基金),UNDP(国連開発

計画),UNiCEF(ユニセフ),WFP(世界食塩計画),FAO(国連食糧機関)一 等におよ

ぶ｡

協力分野においては,別表2-1-3に記す通り,農業･運輸･電力等インフラ関連が主

要を占める｡歴史的には.地政学上の事情からして,中国･インド両国に挟まれていること

からインドに依存する所が多く,かつ.同国との友好関係維持は重要性をもっており,1951

年開Eg]以前より緊密である｡インドとの関係は,電力･運輸を主にしている｡中国との関係

紘,1955年外交関係樹立後,若干の粁余曲折を経たが,着実に強化されている｡電力･運輸

･強練工場等に成果があるO米国との関係は1947年外交関係を樹立し,農業･教育･保健･

家族計画等で充実している｡ソ連とは1959年外交関係を樹立し,1977年経済･技術協定が締

結され,諸工場建設等の成果がある｡OPEC諸国とは,経済開発推進の資金調達を目的にし

て,緊密化に努めている｡

国際機関では.BHN,インフラを主体にして,広範囲な分野に永年協力が実施されているo

プロジュク トに関しては,単独･共同協力と様々に展開されている｡

技術協力では,米･英･スイス･西独･中国等が二国間協力で,永年にわたり,地道な活

動をしており,平和部隊 (栄).SAでA(スイス技術協力事業団),GTZ(西独技術事業団).

国連諸機関は,緊密な関係を保持し,BHNを主に,鋭著な成果を示している0

3 まとめ/協力のあり方

1人当たりGNPが$160程度にとどまるこの国に対しては,今後も ｢人道的･道義的考慮｣

および｢相互依存｣の理念により協力する必要があろう｡日本は二国間協力で.数年来第 1位

となっているとともに,IDA･ADB･国連諸機関への大口出資･拠出国であるから,国

際機関を通じても大きな協力をしている｡諸外国も外交上の配慮･友好推進を評価しつつ,

着実に成果を示している｡

第7次5カ年計画においても総額541療ルビ-(30位ドル)は引き続き外国協力に大きく依存

している状況にある｡1人当たりGNPは重要な指標ではあるが,国情に基づく国民の基本

的ニーズを完全に満たしているかどうかを充分に反映するものではなかろうかと思われる｡

各国独自の状況によ,,て判断することも重要であり,ネパール人の基本的こ-ズは,地理的

･社会的･経済的現実を考慮して決定されるべきであろう｡それは,衣食住･教育･人口･
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安全等に起因されよう｡

今後の展望としては,特に年2.6%に達する人口増加に関して,単独で人口政策を実行するので

はなく,農業開免 地域開発等との相互関連･総合的観点から実施していく必要があり.そ

のための諸施策は,国 ･民間･外国ともに一体化すべきでなかろうか｡人口増加に対する莱

族計画推進および自然保護との調和 ･土地や資顔の合理的利用による環境と開発のための保

全へのKMTの活動が重きを成すと思われるo住民評価に応えうる協九 国民自身の自助努

力に沿った協九 かつ将来を背負う人作りへの協力が望まれよう｡政府レベルだけでなく,

民間を含めた国民的レベルの交流強化が必要であり,それは多岐にわたる交流となろう｡85

年12月結成されたSAARC (南アジア地域協力連合)の事務局がカトマンズに常設された意

義は,国際的に大いに重要となろう｡国 ･国民のこ-ズに根ざす協力体制が望まれる｡

り 日本の協力 (1986年12月末日現在)

1-1 資金協力 (政府)
(単位 :100万円)

無 償 有 償(円借款) 合 計一 般 文化 KR食塩 食塩増産

債務救済 計l976-80 6.940 3029 2.678916 4,700 106 14,454 4,3

657,344 18.8191981 3.700 2,2002.500 86 5.986 5.9861982 41270 48 4,318 ll,6621983

1,000 109 4,525 4,806 9,3311984 3,714 278 2.600 116 6,708

6.7081985 3,269 2.600 141 6

.039 6,0391986 4,455 2.000 82 6,537 6,

537合 計 27,348 59 3.872 16.600 6



1-3 技術協力

(単位 :人)

出所 ･通産省.経済協力の現状と問題点 (1986年)

1-4 青年海外協力隊 (累計,78-86年)

注



2)外国 ･国際税関の協力

2-T 外国援助の部門別使用額

1982/83 ] 1983/84 (単位 :100万ルビ

ー)贈 与 借 款 合 計 贈 与 借 款 合

計 階 与 借 款72,1 163.2 235.3 107.2 208.2 3

15.4 89.4 376.0133.7 134.2 267.9 87.9 2

49.6 337.5 154.8 294.444.0 49.1 93.1 54.0 46.5 100.5 73,0 62.

81.8 1.1 2.9 1.0 3.3 4.3 2.5 0_2171.

3 93.6 264.9 195.7 105.4 301.1 155.8 400.11

51.9 161.8 313.7 119.245.0 343.

7 462.9 41.8 286.81.0 69.2 70.2

95.1 95_1 20.0 65.260.4 150.8 211.2

169.3 432.3 50.8 141.0140.5 27.4 167.9 80.9 57.9 138,8 49.2 52.7

112.9 3.8 116.7 94.7 5.0 99.7 135.6

5.96.2 110.4 116.6 2.8 75

.4 78.2 17.6 38.5191_0 20.2 211.2 84.7 31.0 115.7 121.4 14.4

3,3 0.9 4.2 3.5 3.5 ll.6 15.

01.090.1 985.7 2.075.8 876.6 i.670.9 2,547.5 923.5 1,753.0展 菜( 破 滅 )( 林

業 )( 他 1) )運 輸L 電 力JL∽



2-2 政府開発捜助受取頼
(単位 ･100万ドル)

出所 '通産乱 経済協力の現状と問題点 (1986

年)2-3政府捜肋受取
残高 (柑83/84) (単位 :100万ルビ-)



第5章 資 料





1 人 ロ

1) 国勢粥査年別人口動態

(単位 ■1,000人)

調 査 年 人 口 数 調 査 年 人

口 数1911 5,639 1952.-54

8,4731921 5,574 1

961 9,413193】 5.533

1971 ll,5561941 6.284 1981

15.023出所:中央

統計局2) 地域別人口･人口

密度地 方 人 口 面 積 (hd) 人 口 密 度中 部 男女中 部 輿女西 部 罪女中 西 部 男衣極 西 部 男女合 計 男女 3,708,9231.901,9571,806,9664,g09,3572.538,6152,370,7423.128.859I,584.5421.544.3171,955,611994.505961,1061,320,089675,717644,37215,022,8397,695,3367,327,503 28.456節,41029,39842,37819,539147,181 130.3

179.1106.4



3) 将来人口推計

(1981年設定) (単位:人)

出所 .中央統計局

4) 年齢別人口推計

(1986年) (単位:人)叶 齢 合 計 男 女合 計 17,131,㌘7 8,813,320 8,317,957

0-4 2.902,212 I,511,563 1,390,

6495-9 2.323,843 1,211.260 1,

日2,58310-14 2,005.617 1,046.

297 959.32015-19 1,674.250

880,235 794,01520-24 i,433.7

85 732,196 701.58925-29 1,2

69.290 628.114 641,17630-34 1.142.867 555.202 587,665

35-39 984,176 484.337 499

,83940 44 831,707 419.460

412,24745-49 697,018 359,

054 337.96450-54 568.010

298,514 269,49655-59 445,9

82 237,615 208.36760-64 337,463 179.279 158,184

65-69 239,018 125.620 113,398

70-7



2 教 育

1) 1984年における学校教育の現況

I)Pl･lmary 2)LowerSecondary 3)Secondar



4) 地域別学生数

地 方 初等中学校 高等中学校

大 学東 部 66.265 61.735 10.55836,7786.099i,8

55265男 49,22

6 48,464女 L. l

7.039 13,㌘1中 部 78,371 77,102

男 57,918 58,4

87女 20,453 18

.615西 部 48.980

42.144男 35

.508 32,166女 1

3.472 9,978中 顔 部 21.227 17,

184男 17,274 14

,549女 3,953

2.635瞳 西 部 23

.195 18.308男 20,226 1

6.352女 2,969 i

.956合 計 238,0

38 216,473 55.555男 180,152 170,01

8女 57.886

46,455出所 :教育文化省,トリプ′ヾン大学 (大学のみ)5

) 国家予算に占める教育兼 (単位 '1,000ルピー)

l980/81 1981/82 1982/83 198

3/84小 学 校 114-247 164.779

224,000初等.高等中学校 79.526 86,77

6 ll3,144大 学 150,279 202,327 370.850



3 産 業

1) 国内拷生産(名目) (単位 :100万ルピー)

1982/83 1983/84 1984/

85農 業 19,082 22

.087鉱

業 85 96製 造 業

1,460 I,650電気 .ガス .水 道 127 140

建 設 2,377 2,

502商 業 1,199

1,355運 輸 2.1

29 2,306金 融 2,5

94 2,832民 生 .厚 生 2,59

1 2,80131.646 35,769 39.162

間 接 税 (純) 2,117 2

,715 2.576農 業 200 230非 農 業

1,917 2,185GDP (市場価格) 33.761 38,184 41.73

820,297 21,873 22.520(農 業) 12,478 13,668 13.990

出所

:HMG･EconomicSurvey 1985/86(注

)会計年度 :7月16El～翌年7月15日2) 主要農産物生産高 (単位=1,000トン･ha)
1983/84 1984/85 198

5/86戟 栄 (もみ) 2,757 2,706 2,830 I,377とうもろこし

761 820 874 579初 小大 麦 63422 53424 58923 452

28き び 115 124 138 134商 砂

糖 き び 509 408 580 17油 用 種 子タ バ コ
73 84 82 128作 7 6



3) 主要工業生産高(1984/85)

単 位 E ≧ 品 目 l 単 位

ト ン

ト ン

1

0万本ト ン出所 HMG･EconomicSurvey 19

85/864) 地域別食粗バランス(

1983/84)生

産 寄 せ バランス東 部 700,934 5

58,503 142.431中 部 I,017.00

0 828,130 188.870西 部

469,099 468,144 955中 西 部 338,951 378.945 -39.994

梅 西 部 216,507 265,613 -49.106

合 計 2.742.491 2,499,335 2Li3,156

構成品 米./ト麦,とう



4 貿 易

1) 対外貿易
(単位:100万JL,ピー)

1982/83 1983/84 1984/85 1985/86(当初9

カ月)対 輸 出 843.3 1,160.7 1.601

.7 958.7イン′ 輸 入 2,499.6 3,058.0 3

.895.8 3.272.6ド 収 支 -1,656.3 -1,897.

3 2.294.1 -2.313.9そ 輸 出 288
.7 543.2 1,138.9 1.354.0の 輸 入 3

,814.3 3.456.3 3,846.3 3,547.9他 収 支 -3.525.6 -2.913.1 -2,707.4 -2,193.

9紘 輸 出 1,132.0 1.703.9 2,7LlO.6

2.312.7軸 輸 入 6.SIS.9 6.514.3 7.74
2.1 6.820.5収 支 5.181.9 -4.810.4 5.Ooユ.5 -4.507

.8出所･HMG･EconomicSurvey 1985/86(

近) 輸出はF.OB,輸入はC.i,F.2) 国擦収支

(単位 :100万ルピー)1982/83 1983/84 1984

/85 1985/86(当初9カ月)1. 貿 易 収 支 -5.197.0 4,

823.6 -5,022.4 -5.523.5輸 出 (F.0.a ) I.l3

5.8 I,709.9 2.746.4 2.317.5輸 入 (C.i.ド ) 6,332.8 6,533.5 7,768.8 6,8

41.02. サ ー ビ ス (純 ) 1,634

.9 1,406.8 1,392.0 1,250.0旅 行 ( 受 取 ) 8

44.2 561.0 710.3 730.0203.0 9

4.6 92.6 44.0そ の 他 (受 取 ) 1,474

.6 I.924.8 1,898.2 1.636.03. 移 転 1,890.7 2,073.4 2,256.5 1,9

04.0民 間 ( 受 取 ) 549.7 614

.1 681.1 547.0政 府 グ ラ ン ト 1.315.0 1,381.2

1.503.5 1,260.0イ ン ド消 費 税 返 還 8.

6 59.5 71.8 76.0そ の 他 50.0 56.

5 31.6 94.04. 経 常 収 支 1,671.4 -1.343.4 -1,373.g -1,369.5

924.4 1.203.5 1,097.3 1.562.0ロ ン償 還

963.9 1,㌘4.3 1,159.5 1.707.0

(-39.5) (-70.8) 62.2 -



3) 日本から見た輸出入

(単位 '1,000ドル)

1984年 1985年 1986

年輸 出 39,376 60▲993 65.401

25.655輸 入 539 1.127

1.602 1.482収 支 38,837 59,866 63,799 2

4.173出所 .大蔵省 :外国貿易

概況4) 商品別貿易(19

84/85) (単位

:100万ルビ-)輸 出 輸 入 差 額

食 料 品 . 動 物 992.1 782.9

209.2タ バ コ . 飲 料 5.0

79.4 -74,4鉱 物 486.8

424.5 62.3鉱 物 性 燃 料 1.0

918.8 -917.8動 植 物 性 油 脂

57.1 122.7 -65.6化 学 品 . 薬 品

1.2 908.0 -906.8製 造 業 製 品 649.1 2.376.9 -1,7

27.8機 械 輸 送 機 器 33.

7 1.671.4 1,937.7513

.4 450.6 62.8そ の 他 1.2 6.9 -



(単位:100万ルピー)

1984/85 1 1985/86 i 1986/

878,395.0 9,7

97.i2,906.2 3

,584.05.488.8 6,213.14,644.5

1.172.9

3.617.

01,5

01,237

0.64,8

40.13,916.6

3,151

.2765.6923.5

3,554.9 -3,979

.71.754.9 2.501.1

i
.
800
.
01
.
4 03

.
4

75
.
2

山山

出

出

支

支

支

常

発

給

経

閑

総

ス

ス･他人ピビ政の

糾

諒収経社経

計′･i歳

入収i≡ 税

収外 国 無 償 援

助財 政 収

支財 政 赤 字

輪 填外 国 借

款国 内 借 入現 金 残 高出所:HMG.Budget
SpeecholtheFISCalYear(注) 1984/85-1985/88･実績1986/87.補正後予算 1987/88予

算案6 経済開発計画1) 各計画

期の実績 第 2 次 第 3 次 第 4 次 第 5 次 第 6 次(1962-65) (1965-70) (ユ970-75) (1975-80) (1980-85)

GDP成長率 (年率%) 2.01.0 2.6 2.

0 2.2 4.4( 同 目 標 ) (3.8) (4.0) (5.0) (3.2

)i.0 1.8 ｣2.8 3.2

GDPに対する農業のシェア醐 65 68 68

60G



2) 第6次･第7次計画政府支出松板

(単位:100万ルビ-)

第 6 次 計 画 第 7 次 計

画支 出 額 形 支

出 額 形農業.潜流.林業 6,600.0 30.4 9,840.08.360.05,690.0 30.626.017.7( 農 業 ) (2,3

00.0) (10.6)( 藩 政 ) (

3,060.0) (14.i)工業.鉱

業.電力 5.600.0 25.8(工 .鉱 業 ) (1.700.0) (7.8)

( 電 力 ) (3,800.0) (

17.5)運 輸 . 一通 信 4.230.0 19.4社 会 サ - ビ ス 1.660.0 7.6

1 8,260.0 25.7そ の 他 3.660.0

16.8A 計 21.750.0 100.0
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